様式第１号（第６条関係）
　　　　　　　　　年　　月　　日

井原市雇用維持・安定事業補助金交付申請書
井原市長　　　　　　　　　 殿

（申請者）住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　 　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㊞　

　 　　　　　電　　　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　井原市雇用維持・安定事業補助金を受けたいので、井原市雇用維持・安定事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請します。

記

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　円 （d）に同じ

２　申請内容等

	実施事業所
	所在地
	井原市　　　　　町

	
	名　称
	

	助成金決定金額(a)
	(a)のうち

補助基本額（ｂ）
	補助率(c)
	交付申請額(d)

(b)×(c)

	円
	円
	１／８
	円

（千円未満切捨）

	休業の内容
	

	今後の予定
	


３　添付書類

(1)　雇用調整助成金支給決定通知書の写し 

(2)　雇用調整助成金（休業等）支給申請書の写し
(3)　雇用調整助成金助成額算定書の写し

(4)　法人の場合には法人登記の全部事項証明書、個人事業者の場合には住民票の写し。ただし、
３月以内に発行されたものに限る。
 (5)　市税完納証明書

(6)　その他市長が必要と認める書類

様式第２号（第７条関係）
井原市指令　　第　　号
　　年　　月　　日
井原市雇用維持・安定事業補助金交付決定通知書
　住所又は所在地
　事業所等
　氏名又は代表者名　　　　 　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井原市長　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった標記補助金について、次のとおり交付することに決定したので、井原市雇用維持・安定事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により通知します。
記
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円
２　交付条件
　　井原市補助金交付規程及び井原市雇用維持・安定事業補助金交付要綱を遵守すること。
（教示）

　この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、井原市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、井原市を被告として（訴訟において井原市を代表する者は、井原市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。
※交付された補助金については、課税対象となる場合がありますので、税務署等にご確認の上、必要に応じて申告を行ってください。なお、申告の際にはこの通知書が必要となりますので、大切に保管してください。

様式第３号（第７条関係）
井原市指令　　第　　号
　年　　月　　日
井原市雇用維持・安定事業補助金不交付決定通知書
　住所又は所在地
　事業所等
　氏名又は代表者名　　　　 　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井原市長　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった標記補助金について、審査の結果、次の理由により補助金を不交付とすることと決定したので、井原市雇用維持・安定事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により通知します。
記
１　不交付と決定した理由
（教示）

　この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、井原市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、井原市を被告として（訴訟において井原市を代表する者は、井原市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。
様式第４号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
井原市雇用維持・安定事業補助金請求書
井原市長　　　　　　　　　 殿
（申請者）住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　 　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㊞　
　 　　　　　電　　　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　年　　月　　日付け井原市指令　　第　　　号で交付決定通知のあった標記補助金について、井原市雇用維持・安定事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり請求します。
記
１　請求額　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　振込先
	金融機関名
	
	支店等名
	

	預金種別
	普通　・　当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
口座名義人
	　

	
	　


様式第５号（第１１条関係）
　　　　　　　　　年　　月　　日
井原市雇用維持・安定事業補助金変更交付申請書
井原市長　　　　　　　　　 殿
（申請者）住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　 　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㊞　
　 　　　　　電　　　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　年　　月　　日付け井原市指令　　第　　　号で交付決定通知があった標記補助金について、下記のとおり変更したいので、井原市雇用維持・安定事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　変更交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　変更申請内容等
	既交付決定額
	円

	助成金支給決定取消額
	円

	変更理由
	


３　添付書類
(1)　変更の内容がわかる書類（雇用調整助成金支給決定取消通知書の写し等） 

(2)　その他市長が必要と認める書類
様式第６号（第１１条関係）
　井原市指令　　第　　号
　　年　　月　　日
井原市雇用維持・安定事業補助金変更交付決定通知書
　住所又は所在地
　事業所等
　氏名又は代表者名　　　　 　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井原市長　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　年　　月　　日付け井原市指令　　第　　　号で交付決定した標記補助金について、次のとおり変更交付決定したので、井原市雇用維持・安定事業補助金交付要綱第１１条第２項の規定により通知します。
記

１　変更交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円

（参考）

	既交付決定額
	円

	変更交付決定額
	円

	差　　額
	円


※既に補助金を交付しているときは、上記差額について返還を求めますので、別途送付する納付書により納付願います。
（教示）

　この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、井原市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、井原市を被告として（訴訟において井原市を代表する者は、井原市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。
※交付された補助金については、課税対象となる場合がありますので、税務署等にご確認の上、必要に応じて申告を行ってください。なお、申告の際にはこの通知書が必要となりますので、大切に保管してください。

様式第７号（第１２条関係）

井原市指令　　第　　号
　　年　　月　　日
井原市雇用維持・安定事業補助金交付決定取消通知書
　住所又は所在地
　事業所等
　氏名又は代表者名　　　　 　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井原市長　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　年　　月　　日付け井原市指令　　第　　　号で交付決定した標記補助金は、次の理由により交付決定を取り消すことと決定したので、井原市雇用維持・安定補助金交付要綱第１２条第２項の規定により通知します。
記
１　交付決定取消額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　交付決定取消しの理由
（教示）

　この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、井原市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。

　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、井原市を被告として（訴訟において井原市を代表する者は、井原市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。
